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性別 女性 男性 女性 男性
２０歳代 ３ ０ １ １
３０歳代 ２ １ ２ ０
４０歳代 ４ １ ４ ０
５０歳代 ４ ０ ２ ０
６０歳代 １ ０ ０ ０






医療法人 ２ １２．５％ ４ ４０．０％
株式会社 ４ ２５．０％ ３ ３０．０％
社会福祉法人 ８ ５０．０％ １ １０．０％
有限会社 １ ６．３％ ０ ０．０％
個人 １ ６．３％ ０ ０．０％
社団・財団法人 ０ ０．０％ １ １０．０％
農協・生協 ０ ０．０％ １ １０．０％














































































０ ０．０％看護師・社会福祉士 １ ０
准看護師 １ ０







その他 １ １ ６．３％ ０ ０
０．０％
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モニタリング・評価 契約 給管業務 書類作成整理発送 認定調査














































































15.7% 24.6% 10.4% 17.7% 3.2% 15.0% 13.4%




































































記 録 １５年度 １５．２
＊＊＊１９年度 ７９．２
中 核 業 務 １５年度 １０５．１
＊＊＊１９年度 ２５３．７
総 業 務 時 間 １５年度 ２１０．３
＊＊＊１９年度 ４８０．２





































































含まれているが、近年では evidence based social work
ということが注目されており、記録が基礎となる。その
記録によってソーシャル・ワーカー、ケアマネジャー、
ケアワーカーや事業所を守ることにもなる。研修等にお
いても記録の重要性を認識してきている結果であろう。
その意味では、人に読まれることを前提とした書き方が
浸透することになり、書き方にも変化が現れることにな
る。
次に「サービス担当者会議」開催の影響である。平成
１５年度から１９年度で時間数が７倍に増加しているが、こ
れには１５年度時点でサービス担当者会議は総業務時間の
１．５％に過ぎず、実際にはほとんど開催されていなかっ
たという実態があった。会議が開催されていなかった理
由はさまざまであるが、その必要性を認識していても日
常の業務の中でケアマネジャーだけでなく、サービス事
業者側にとってもとても会議に参加するという余裕がな
かったことは事実である。そしてついに１８年度改革によ
りサービス担当者会議の開催が義務付けられ、その記録
の提出が求められるようになり、会議を開催しない場合
には介護報酬が減算されるような仕組みとなり、結果、
サービス担当者会議は開催され、業務時間にも反映され
たと考えられる。しかし、会議を開催するということ
は、会議そのものの時間だけではない。まず各サービス
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担当者との日程の調整にはじまり、担当者会議、会議の
まとめ、記録という一連の作業が伴う。利用者一人一人
についてサービス担当者会議の開催が義務であるので、
制度改正により会議の開催が義務づけられたことでおの
ずと業務量の増加という影響が認められた。
もう一つの影響は、モニタリング結果の記録提出が一
カ月に一回となったことである。そのために利用者を訪
問する回数や訪問時間が増加し、その後に結果報告の記
録を書くことになり、必然として「モニタリング」業務
量が増加することとなった。
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まず、ケアマネジャー一人あたりの全業務をみると、
ケアマネジメントの中核である「相談・調整（関係機関
等）」「アセスメント・課題分析」「ケアプランの作成」
については時間、割合ともに減少傾向にある。次いで利
用者一人当たりにかかった時間でみても、「相談・調整
（関係機関等）」「ケアプランの作成」は、時間数は増加
しているものの、業務の割合でみると縮小となってい
る。一方で「記録」が時間数、割合とも大幅に増加して
おり、担当件数の減少により利用者一人当たりにかける
時間が増加したものの、決まった時間内に多くのことが
義務付けられ、結果的に義務付けられたこと以外の業務
にしわ寄せがいっているということが言えよう。
参考として、NPO法人神奈川県介護支援専門員協会
居宅部会による「平成１９年度居宅介護支援専門員の労働
環境に関する調査」において「平成１８年度改正で業務量
が増えた要因」について質問したところ、回答の８割が
５点に集中していたが、その５点のうち３点が「サービ
ス担当者会議」「モニタリング記録」「公表制度への対
応」であった。今回の比較における結果とも一致してい
る。
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これまで、平成１８年度介護保険制度改革は、何よりも
利用者のためにサービスの質、ケアマネジメントの質の
向上をめざす改革であった。その制度改革後の実態はど
のようになっているのか、制度改正によりケアマネジ
ャーの業務量がどのように変化したのか、その改正の業
務内容への影響等について、平成１５年度介護支援専門員
業務量調査の業務内容および時間数との比較から分析を
行い、現在ケアマネジャーを取り巻く環境についての実
態および課題を抽出することを目的としてきた。
その結果、（１）制度改正による業務量増加と、（２）
ケアマネジメント中核業務への影響が認められた。その
要因は、サービス担当者会議開催の義務付けと記録提
出、介護サービス情報の公表制度、モニタリング記
録の変更、標準担当件数の減少、ということが示され
た。からについては、結果として「記録」が増え、
そのことが業務量の増加を招くことになった。（２）ケ
アマネジメント中核業務への影響については、（１）の
制度改正による業務量増加の結果、本来ケアマネジャー
が行うべき業務の中核中の中核である「アセスメント・
課題分析」「ケアプランの作成」の業務割合が大幅に減
少した。
今回の制度改正は対・事業所の改正項目が目立ってお
り、現場では次々と変化する新たな制度の理解や準備で
さらに業務量が増加しているという現実である。どの事
業所でも改正がある度に、本来の業務を遂行しつつ新し
いことに追いつくのが精いっぱい、ましてや小規模の事
業所ではさらに厳しい現実である。そのようなことで利
用者にとって本当にサービスの質の確保や向上につなが
るのか、疑念を抱くような現場の実態である。
そこで以上のような結果から今後に向けて指摘してお
くべき主な課題は、（１）「記録」についての業務全般の
見直しと、（２）「サービス担当者会議」についての内容
の検討である。（１）の「記録」については、（２）の
「サービス担当者会議」とも関連するが、量および種
類の検討、方法の検討および様式（書式）の統一、が
あげられる。本来「記録」とはどのような意味や機能が
あるのか、１９年度のタイムスタディ調査ではケアマネジ
ャーが業務全体の約２割弱の時間を費やしている「記
録」であるが、それは利用者にとってどのような意味が
あるのか、またサービス担当者会議は当然その開催意
義、会議の重要性については理解が浸透していることを
期待しているが、ケアマネジャーのみならず、他のサー
ビス提供者にとっても会議の開催だけでなくその前後の
作業も含めて非常に多くの負担がかかっており、それは
利用者の生活維持や改善に本当につながっているのか、
制度改正により義務化されたことで会議の開催は確実に
増えているが、介護報酬の減算につながるために義務的
にとにかく開催しているのか、などのことがヒヤリング
調査からも推察されるため、利用者のためのケアマネジ
ャーおよびケアマネジメントの更なる質の向上を目指し
て具体的検討を進める必要がある。
注
１） 介護支援専門員の人数については、現在、全国でどの
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くらいの人数いるのか、あるいは働いているのか、明確
な数字を把握することは困難である。年一回実施される
介護支援専門員実務研修受講試験の合格者が実務研修を
受講し、その上で都道府県知事へ登録することになって
いるが、介護支援専門員として就職せず、登録しない者
もある。所轄である厚生労働省が発表する数字は、先の
介護支援専門員実務研修受講試験の合格者数のみであ
る。この試験は、介護保険制度開始前の平成１０年から年
一回実施され、これまでの合格者は５４５，８０１名（平成２３
年１０月）となっている。
２） 介護支援専門員＝ケアマネジャーとされているもの
の、本来その発祥であるアメリカや英国においては、ケ
アマネジメントを担う者はほとんとがソーシャルワー
カーであり、そのケアマネジメントをする者＝ケアマネ
ジャーと呼ばれる。その機能には、当然ソーシャルワー
カーとしての機能が求められるのである。ところが日本
の介護保険制度における介護支援専門員にはそれと同等
の機能が明確に求められているとはいえない。とはいう
ものの，わが国の介護保険制度において介護支援専門員
をケアマネジャーと呼ぶことは一般的に普及している。
しかし、介護保険法、その他運営基準等通知文書におい
ては、ケアマネジャーという言葉は用いられていない。
３） 白澤正和『ケースマネジメントの理論と実際』、中央
法規出版、１９９２年、p．１１。
４） 厚生労働省「第８３回社会保障審議会介護給付費分科
会」（平成２３年１０月３１日開催）資料４「居宅介護支援・
介護予防支援の基準・報酬について」
５） 参考文献 馬場純子の項参照。
６） 馬場純子『介護支援専門員の質的向上の方策等に関す
る調査研究』（平成１４年度～１５年度日本学術振興会科学
研究費補助金基盤研究（C）（２））（課題番号１４５１０２５１）
平成１６年６月。
馬場純子「介護支援専門員の業務の特質と就業継続要件
に関する一考察－業務量調査、訪問面接調査およびバー
ンアウト測定結果から－」『専修人文論集』第８３号、平
成２０年１０月。
７） 専従という言葉については、「指定居宅介護支援等の
事業の人員および運営に関する基準」（平成１１年７月２９
日、老企第二二号、厚生労働省老人保健福祉局企画課長
通知）（基準第十三条第一号～）において、第二の二
（三）用語の定義で定義されており、「専らその職務に従
事する」と表現され、「原則として、サービス提供時間
帯を通じて当該サービス以外の職務に従事しないことを
いうものである」となっている。
８） 厚生労働省「介護保険制度改革の概要－介護保険法改
正と介護報酬改定－」平成１８年
９） いずれも厚生労働省老人保健事業推進費等補助金によ
り実施された調査である。
「居宅介護支援事業所及び介護支援専門員業務の実態に
関する調査」（平成１３年）、財団法人長寿社会開発セン
ター、平成１４年３月。
「居宅介護支援事業所及び介護支援専門員業務の実態に
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月。
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月。
「居宅介護支援事業所及び介護支援専門員業務の実態に
関する調査」（平成２１年）、三菱総合研究所、平成２２年３
月。
１０） 「平成１４年度～１５年度日本学術振興会科学研究費補助
金基盤研究（C）（２）（課題番号１４５１０２５１）２００４年６月」
の研究成果の一部である。
１１） 平成１９年度専修大学研究助成・個別研究「英国におけ
るケアマネジャーの教育・研修の実情および方法に関す
る調査研究」の研究成果の一部である。
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